
 

ケーススタディで学ぶ“インド進出３年後”における会計・税務のリスク 

 

すでにインドに進出している企業が直面している課題から、インドにおけるビジネスの問題点を学ぶ 

 

２０１５年 ６月 ３０日（火） １３：００～１７：００ 

 

 

（株）東京コンサルティングファーム インド駐在員 小谷野勝幸氏 

 

1．直近の改正論点と未対応事例 

 

（１）２０１５年予算案サマリー 

   １）直接税 

   ２）間接税 等 

（２）２０１３年会社法サマリー 

    ・重要改定や取締役に関する追加規定 等 

 

２．【ケーススタディ】 

インド進出３年後における留意点 

 

（１）会計パート 

   １）法的コンプライアンスについて 

    ・納税・申告スケジュールの紹介 

   ２）監査制度について 

    ・法定監査  ・税務監査   

・移転価格監査  ・内部監査 

 

（２）税務パート 

   １）直接税について 

    ・法人所得税  ・個人所得税  ・源泉税 等 

   ２）間接税 

    ・サービス税  ・販売税（VAT/CST）  ・物品税 等 

 

※当日、会場にて『インドの投資・M&A・会社法・会計税務・労務』を配布します。 

※最少催行人数に満たない場合、開催中止となる場合がございます。 

 

 

 

 

～ これからインドに進出する企業に加え、 

インド進出済の企業を対象に現地駐在員が解説～ 

 

企業研究会セミナールーム（東京：麹町） 

 

・進出後の企業が経験したケーススタディに興味がある方／・インド進出後における各ビジネスリスクに興味がある方 

・インドへ進出済み企業のご担当者／・インド進出後まもない企業のご担当者 

 

前職にて、IRコンサルタント（日本 IRプランナー協会検定会員 S級保持）として上場企業の IRアドバイザリーを担当する。上場企業と国内
外の投資家の仲立ちとなり、財務情報や開示、投資案件に対しての支援を行う。東京コンサルティングファーム入社後、内部監査室に配属さ
れ経営監査と海外子会社の管理を担当する。その後、地域統括マネージャーとしてインドへ赴任、インド及び周辺国への日系企業の進出案件
や進出後の会計・税務問題、売上・利益率向上の支援を行っている。2015年より現地公開企業（日系合弁）の社外取締役も兼任し、企業内の
法的コンプライアンスの指導や国際進出の際に企業が抱える不安要素や将来のリスクを削減し、キャッシュフローの最大化、現地でのよりス
ムーズな事業運営支援を目指す。 
 

151451-0606 ケーススタディで学ぶ“インド進出３年後”における会計・税務のリスク 

 

■参加要領：申込書はＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mailにてお送り下さい。当会ホームページからもお申込み頂けます。後日（開催日１週間
～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 
※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HPにてご確認いただけます。（[TOP]→[公開セミナー]→[よくあるご質問]） 
※お申し込み後のキャンセルはお受け致しかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願いします。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 公開セミナー事業グループ 担当／川守田 E-mail:kawamorita@bri.or.jp 
 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2麹町 31ＭＴビル 2Ｆ 
 
 
 

３７，８００円（本体価格 ３５，０００円） ４１，０４０円（本体価格 ３８，０００円） 

 

税込・書籍代含 

 

ご参加頂きたい方 

 
■開催にあたって■ 

 
本セミナーでは、インドでビジネスを行なうに
あたり必要となる基本的な知識の説明を行
った後、各章の論点から実際に発生した問
題点と解決方法について、ケーススタディと
して紹介します。インドビジネスに関して初
心者から中級者向けとなっており、インド進
出済み企業やこれから進出を検討している
企業のご担当者に向けた実務的なセミナー
内容になっております。 
 
ケーススタディでは、インド進出３年後にお
ける企業をモデルとして、どのような問題を
抱え、どのように対応したのかを事例を交え
た実務レベルでご紹介いたします。会計と
税務分野を中心に一部会社法まで盛り込
んでおり、管理面における幅広い事例の紹
介を行ないます。 
 
皆様もご存知の通り、インドでは複雑な制度
そのものが高いカントリーリスクとなっており、
ビジネスの難しさは各企業のご担当者様も
日々の業務でイメージできる部分もあるかと
思います。他社の事例を把握することで、
今後発生するビジネスリスクについて対応
策を講じることができるよう、有益な情報を
ご提供致します。 

mailto:kawamorita@bri.or.jp

